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趣　　旨

２ 主な事業内容

（１）子育て環境日本一推進条例（仮称）検討費
(Ⓐ)

（２）産学公連携京都ママ・パパ応援プラットフォーム（仮称）事業費

(Ⓐ)

＜子育てにやさしい風土づくり＞

（３）きょうと婚活応援センター強化事業費
(Ⓓ)

＜子育てしやすい地域・まちづくり＞

（４）大学・学生の力発揮推進事業費
(ⒶⒸ)

（５）駅周辺にぎわいづくり推進事業費 
(Ⓖ)

（次頁に続く）

令和４年度６月補正予算案主要事項説明

事 業 名 子育て環境日本一推進戦略事業費 新規・
継続の別

一部新規

予 算 額 82,500 千円
国　庫 起　債 その他 一般財源

１

スポーツ婚などの婚活イベントの充実・強化やAIマッチングシステムの導
入などにより、京都府の結婚支援事業の基盤となる「きょうと婚活応援セ
ンター」の機能を強化

58,000 - - 24,500

子育て環境日本一の実現に向けて取り組んでいる総合的な施策展開を進化
させ、行政、府民、企業、団体等あらゆる主体の連携による取組を促進す
るための条例を検討

▼ 子育てに役立つサービス等の創出や普及により、子育てが楽しくなるよう
な環境づくりを進めるための、産学公連携によるプラットフォームを構築

　子育て環境日本一の実現に向けて、企業など様々な主体と連携し、子どもや
子育て世代を社会全体であたたかく見守り支え合う取組をきめ細かに推進

15,000 千円

▼
▼ 子育て環境づくりに関連する府民の意識を把握し、課題を抽出して条例案

の立案につなげるための実態調査を実施

3,000 千円

▼

3,000 千円

▼ 持続可能な「大学・学生のまち」京都の実現のため、大学や学生の力によ
る子育て環境の向上に係る地域の課題解決の取組を支援

持続可能で魅力ある地域社会の実現に不可欠な公共交通の維持を図るた
め、駅舎の改装や子育て支援施設の設置等により、駅周辺の賑わいの創出
や地域外との交流促進などに取り組む市町村を支援

22,000 千円

▼

15,000 千円

政策企画部・府民環境部・文化スポーツ部・健康福祉部・商工労働観光部・建設交通部

府民環境-1

目 的

対 象

方法等

事業内容

新規

新規

新規

拡充

新規



＜安心して子育てできる雇用環境等の創出＞

（６）学生安心就職トライアル促進事業費　
(Ⓔ)

（７）京都府生涯現役クリエイティブセンター支援強化事業費
(Ⓕ)

（８）男性育休促進事業費
(Ⓑ)

Ⓐ
Ⓑ

Ⓒ
Ⓓ
Ⓔ
Ⓕ
Ⓖ 交通政策課 企画係 075-414-4359

075-414-4602

労働政策課 雇用企画係

京都府生涯現役クリエイティブセンターの支援対象をミドル・シニア層か
ら若者や女性へと全世代型に発展させるとともに、産学公連携の組織を設
立し、オール京都でリカレント教育を推進

17,000 千円

▼ 職場づくり行動宣言の更なる促進と若年世代の宣言企業への就職に繋げる
ため、子育てにやさしい職場づくり実践企業における学生の中長期の職場
体験（就職トライアル）等を支援

1,500

千円6,000

千円

▼

総合政策室 企画調整係

課・担当

電話番号

075-414-4348
男女共同参画課 075-414-4296

075-414-5550

こども・青少年総合対策室

府民環境-1-1

（前頁から続く）

大学政策課 大学政策係

▼

075-414-4526
担 当 課

・
担 当 名

子育て環境推進係
雇用推進室 雇用推進係 075-692-3232

女性活躍・ワーク・ラ
イフ・バランス推進係

男性育休の取得促進を図るため、男性従業員の意識改革を促進するセミ
ナー等の開催を通じて、育休を取得しやすい職場風土の醸成を支援

新規

拡充

拡充



趣　　旨

２ 事業内容

１

予 算 額 152,000 千円
国　庫

令和４年度　６月補正予算案主要事項説明

事 業 名 脱炭素社会実現加速化事業費
新規・
継続の別

新　規

府民環境－ 2

府 民 環 境 部

　2050年度温室効果ガス排出量実質ゼロに向け、太陽光を中心とする再生可

能エネルギーの更なる導入や水素の利活用の拡大など、府内における脱炭素

化を加速させる施策を実施する。

その他 一般財源

- 23,750

起　債

115,250 13,000

担 当 課
・

担 当 名

課・担当

電話番号

075-414-4831

075-414-4297

①脱炭素社会推進課　　　温暖化対策係

②　　　〃　　　　　　　エネルギー政策係

趣 旨

対 象

方法等

事業内容

事業名 担当課
予算額
(千円)

１．再生可能エネルギーの導入促進 125,000

（１）未利用地活用再エネ導入促進事業費 ② 110,000

（２）地域共生型再エネ導入促進事業費 ② 8,000

（３）庁舎等再エネ導入可能性調査事業費 ① 7,000

２．省エネルギー設備の導入支援 5,000

建築物脱炭素化推進事業費 ① 5,000

３．次世代エネルギー活用社会の推進 22,000

水素ステーション等普及拡大事業費 ② 22,000

152,000

水素の需要創出・供給体制の整備を推進するため、水素ステーションの整備や燃料電池
フォークリフトの導入を支援

中小企業等の再エネ導入による経営改善を支援するため、駐車場等の未利用地への自家
消費を目的とした太陽光発電設備等の導入を支援

合計

営農型太陽光発電等の導入を促進するため、地域と連携した適地調査等を実施

府内事業所の脱炭素化を図るため、「京都府ＺＥＢアドバイザー（※）」による建物の
脱炭素化に向けた相談、助言等を実施
※ 京都府ＺＥＢアドバイザー：府が任命するＺＥＢや省エネ建築の設計知見等を有する設計会社等

ＰＰＡモデル（※）を活用した府有施設への太陽光発電設備等の導入を進めるため、導
入可能性調査を実施
※　ＰＰＡモデル：需要家の敷地内に太陽光発電設備を発電事業者の費用により設置し、所有・維

                  持管理をした上で、発電された電気を需要家に供給する仕組み



趣　　旨

２ 事業内容

令和４年度　６月補正予算案主要事項説明

事 業 名 きょうとプラスチックごみ対策強化事業費
新規・
継続の別

一部新規

府 民 環 境 部

- - 30,000 -

その他国　庫 起　債 一般財源

府民環境－ 3

１

（１）リユース容器導入促進事業①　　　　　　　　　　　15,000千円

　　・使い捨て食品容器や商品パッケージについて、府内中小企業と連

　　　携し、繰り返し利用可能なリユース容器への転換を支援

　　・イベント会場等で使用するリユース食器の導入を支援

（２）分別回収ボックス設置補助事業①　        　　　　 2,000千円

　　・小売店等における分別回収ボックス設置を支援

（３）飲料プラスチック容器排出抑制事業①　　　　　　　 3,000千円

　　・観光地などへの給水機設置を支援

　　・ボトルメーカー等と連携しマイボトルの普及キャンペーンを実施

　　・地域団体が行う美化活動に必要な資機材等の配布を支援

（４）バイオプラスチック製品の技術開発補助事業②　　　10,000千円

　　・バイオプラスチック製品の技術開発等を支援

予 算 額 30,000 千円

担 当 課
・

担 当 名

課・担当

電話番号

　プラスチックごみの３Ｒ（Reduce、Reuse、Recycle）を推進するため、

府内中小企業等と連携し、リユース容器の導入支援やバイオプラスチック

製品の技術開発等の取組を推進する。

075-414-4714

075-414-4730

②　　　 〃

①循環型社会推進課 循環・リサイクル係

産業廃棄物係

趣 旨

対 象

方法等

事業内容


